
氷川台駅周辺地区 地区計画検討会

本日の内容

1 開会
2 前回の振り返り（別紙）
3 地区計画の内容

①おさらい
②建築物等の制限（建替ルール）（案）

4 意見交換
5 閉会（事務連絡）



おさらい
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令和
６年度～

令和
7年度

夏～秋想定

地区計画以外の検討地区計画の検討

地区計画策定までの進め方

地区計画の検討（地区整備計画）

地区計画以外の
アイディア・意見出し

オープンハウス 検討会の取組みの報告
（地区計画の検討会案と地区計画以外の検討の意見紹介）

地区計画の検討会案のとりまとめ

意見を踏まえて地区計画素案を作成

とりまとめ後、
移行

地区計画の決定・報告

地区計画決定の
お知らせに掲載等

検討会案

地区計画以外の
意見とりまとめ

区による都市計画手続き
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地区計画区域の全部または一部に、道
路、公園、広場などの配置や建築物等
に関する制限などを詳しく定めること
ができます。

地区整備計画

イ.建築物等に関する事項

ア.地区施設の配置及び規模

地区計画の方針

地区計画の目標を実現するための方針
を定めます。

イ.土地利用の方針

ア.地区計画の目標

ウ.地区施設の整備方針

エ.建築物等の整備方針

地区計画の構成
3

地区計画の構成



地区計画の目標（案）
4

氷川台駅周辺地区地区計画 目標（案）

 地域住民の利便性を確保するため氷川台駅周辺は地域生活の中心と
して駅前にふさわしい土地利用を促進する

 駅の利便性を向上するためアクセスの改善を図る

 良好な住環境を維持するため地域周辺の自然を活かした落ち着いた
住宅街の街並みの保全および向上を図る

 土地利用の方針(案)
 地区施設の整備の方針(案)
 建築物等の整備の方針(案)



土地利用の方針（地区区分）

地区区分図（案）
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氷川台三丁目公園

氷川台三丁目
ちびっこ公園

氷川台駅周辺地区

放射36号線沿道地区

住宅地区A地区

住宅地区B地区

住工地区

正久保通り沿道地区



土地利用の方針（案）

土地利用の方針(案)
関連計画等との

関係
１氷川台駅周辺地区
⽇常の⽣活を支える利便施設の立地によるにぎわいのある
まちの拠点の形成を図る。

重点地区まちづく
り計画と整合性

２放射36号線沿道地区
中層集合住宅や⽣活利便施設の立地を促し、住環境に配慮
した土地利用を図る。

重点地区まちづく
り計画、羽沢・桜
台地区 地区計画と
の連続性３正久保通り沿道地区

商業施設や⽣活利便施設が立地する連続性のある街並みの
形成を図るとともに、住環境に配慮した土地利用を図る。
４住工地区
工業と住環境の共存に配慮した土地利用を図る。
5 住宅地区A地区
中層集合住宅や戸建て住宅が立地する良好な住環境の保全
と向上を図る。
6 住宅地区B地区
低層住宅等が立地する住環境の保全と向上を図る。
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建築物等の整備の方針(案)

建築物等の整備の方針（案）

1 ⽇常の⽣活を支える利便施設を中心とした街並みの形成や幹線道路の後背住宅地に
配慮した街並みを形成するため、建築物等の用途の制限を定める。

2 敷地の細分化を防ぎ、ゆとりある快適な住環境を保全するため、建築物の敷地面積
の最低限度を定める。

3 住環境に配慮しながら連続性のある街並みを形成するため、建築物等の高さの最高
限度、建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限を定める。

4 道路空間の安全性・防災性の向上および良好な住環境の形成を図るため、壁面の位
置の制限および壁面後退区域における工作物の設置の制限を定める。

5 災害時のブロック塀等の倒壊を防ぐとともに、みどり豊かな街並みを形成するた
め、垣または柵の構造の制限を定める。
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建築物等の制限(案)
（建替ルール）
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⑥ 壁面後退区域における工作物

の設置の制限

⑦ 建築物等の高さの最高限度

⑧ 建築物等の形態または色彩

その他の意匠の制限

⑨ 建築物の緑化率の最低限度

⑩ 垣または柵の構造の制限

① 建築物等の用途の制限

② 建築物の容積率の最高限度ま

たは最低限度

③ 建築物の建蔽率の最高限度

④ 建築物の敷地面積の最低限度

⑤ 壁面の位置の制限

建築物等の制限（建替ルール）
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建築物等の制限（建替ルール）

資料：全国地区計画推進協議会



氷川台駅周辺

（１）建築物等の用途の制限
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氷川台駅
周辺地区

放射36号線
沿道地区

正久保通り
沿道地区

住工地区
住宅地区

A地区 B地区

近隣商業地域
第一種中高層
住居専用地域等

近隣商業地域 準工業地域 第一種住居地域
第一種中高層
住居専用地域

上位計画等 (用途地域)

出典：練馬区都市計画図1（用途地域等） 令和6年4月現在

氷川台駅周辺地区

放射36号線沿道地区

住宅地区A地区

住宅地区B地区

住工地区

正久保通り沿道地区



（１）建築物等の用途の制限

店舗

事務所等

遊技施設
等

学校等

工場・倉
庫等

ホテル等

住宅等

本地区で該当

11

用途地域による建築物の制限



（１）建築物等の用途の制限
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現況

氷川台駅

凡例

官公庁施設

教育文化施設

厚生医療施設

供給処理施設

事務所建築物

専用商業施設

住商併用建物

宿泊・遊興施設

スポーツ・興行施設

独立住宅

集合住宅

専用工場

住居併用工場

倉庫運輸関係施設

農林漁業施設

仮設建物

その他

城北中央
公 園

氷川台駅周辺地区

放射36号線沿道地区

住宅地区A地区

住宅地区B地区

住工地区

正久保通り沿道地区

出典：R3東京都土地利用現況調査



（１）建築物等の用途の制限
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建築物等の整備の方針（案）

1 ⽇常の⽣活を支える利便施設を中心とした街並みの形成や幹線道路の後背住宅地に配慮し、
連続性のある街並みを形成するため、建築物等の用途の制限を定める。

• マージャン屋、ぱちんこ屋、その他これらに類するものは建築を制限し、駅
周辺への店舗の誘導を促すための制限内容とする。

方針

千川駅王子神谷駅



（１）建築物等の用途の制限
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ルール案

参考 羽沢・桜台地区地区計画

放射36号線沿道地区 正久保通り沿道地区 住工地区
住宅地区

A地区 B地区

第一種住居地域※ 近隣商業地域 準工業地域
第一種中高層
住居専用地域

第一種低層住
居専用地域

―
マージャン屋、ぱちんこ屋、その他これらに類
するものは建築してはならない。

― ―

※地区計画策定と同時に第一種低層住居専用地域等から用途地域の変更

氷川台駅
周辺地区

放射36号線
沿道地区

正久保通り
沿道地区 住工地区

住宅地区

A地区 B地区

近隣商業地域 第一種中高層
住居専用地域等

近隣商業地域 準工業地域 第一種住居地域
第一種中高層
住居専用地域

マージャン屋、
ぱちんこ屋、
その他これら
に類するもの
は建築しては
ならない。※

―

マージャン屋、ぱちんこ屋、
その他これらに類するものは
建築してはならない。

― ―

※練馬区都市計画マスタープラン（次ページ）で「中心核」および「地域拠点」となっている練馬駅、大泉学園駅、石神井
公園駅周辺の地区計画では、1階に住居制限を設けている箇所があります。



（１）建築物等の用途の制限
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参考・練馬区都市計画マスタープラン

参考・
石神井公園駅南地区地区計画

氷川台駅
（生活拠点）



（２）建築物の敷地面積の最低限度
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上位計画等（敷地面積の最低限度）
氷川台駅周辺

氷川台駅周辺地区

放射36号線沿道地区

住宅地区A地区

住宅地区B地区

住工地区

正久保通り沿道地区

出典：練馬区都市計画図1（用途地域等） 令和6年4月現在

氷川台駅
周辺地区

放射36号線
沿道地区

正久保通り
沿道地区

住工地区
住宅地区

A地区 B地区

― 75㎡ ― 75㎡



（２）建築物の敷地面積の最低限度
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方針
建築物等の整備の方針（案）

2 敷地の細分化を防ぎ、ゆとりある快適な住環境を保全するため、建築物の敷地面積
の最低限度を定める。

• 現在建てづまり等が課題となっている箇所は少ないが、今後も更なる建てづ
まりを防ぎ、良好な住環境を維持するための制限内容とする。

75㎡のイメージ 100㎡のイメージ

75㎡程度の戸建て住宅 100㎡程度の戸建て住宅

※写真は練馬区外で撮影したイメージです



100㎡

（２）建築物の敷地面積の最低限度
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ルール案

参考 羽沢・桜台地区地区計画

放射36号線沿道地区 正久保通り沿道地区 住工地区
住宅地区

A地区 B地区

敷地面積の最低限度：100㎡、100㎡未満に敷地を分割することはできない。

氷川台駅
周辺地区

放射36号線
沿道地区

正久保通り
沿道地区

住工地区 住宅地区

A地区 B地区

敷地面積の最低限度：100㎡、100㎡未満程度に敷地を分割することはできない。

敷地面積
200㎡

敷地面積
75㎡

120㎡ 75㎡

分割して
建替え

分割
しないで
建替え

現在

分割後 80㎡

敷地面積
200㎡

分割して
建替え

100㎡



（３）建築物等の高さの最高限度
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上位計画等（高度地区）

氷川台駅
周辺地区

放射36号線
沿道地区

正久保通り
沿道地区

住工地区
住宅地区

A地区 B地区

30m 20ｍ 25m 20ｍ 20ｍ 20ｍ

氷川台駅周辺

氷川台駅周辺地区

放射36号線沿道地区

住宅地区A地区

住宅地区B地区

住工地区

正久保通り沿道地区

出典：練馬区都市計画図1（用途地域等） 令和6年4月現在



（３）建築物等の高さの最高限度
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現況

階数

1階

2階

3階

4階

5階

6階

7階

8階

13階

氷川台駅周辺地区

放射36号線沿道地区

住宅地区A地区

住宅地区B地区

住工地区

正久保通り沿道地区

出典：R3東京都土地利用現況調査



（３）建築物等の高さの最高限度
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建築物等の整備の方針（案）

3 住環境に配慮しながら連続性のある街並みを形成するため、建築物等の高さの最高
限度、建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限を定める。

• 現在の地区の住環境を保全し、景観を統一的に保つことで、周辺環境と調和
した連続性のある街並みを形成するための制限内容とする。

方針



（３）建築物等の高さの最高限度
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参考 羽沢・桜台地区地区計画

放射36号線沿道地区 正久保通り沿道地区 住工地区
住宅地区

A地区 B地区

20m 25m 20m ― ―

ルール案

※屋外広告物も高さ制限内に収めることで、まちの景観を保ちます。

高さの最高限度

一定高さ以上の
建物を規制して
圧迫感を軽減

氷川台駅
周辺地区

放射36号線
沿道地区

正久保通り
沿道地区

住工地区
住宅地区

A地区 B地区

30m 20ｍ 25m 20ｍ 20ｍ ―



（４）建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限
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上位計画等（練馬区景観計画）

出典：練馬区景観計画



（４）建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限
24

現況（写真）

氷川台駅周辺地区

放射36号線沿道地区

住宅地区A地区 住宅地区B地区

住工地区 正久保通り沿道地区



（４）建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限
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建築物等の整備の方針（案）

3 住環境に配慮しながら連続性のある街並みを形成するため、建築物等の高さの最高
限度、建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限を定める。

• 現在、課題となっている場所はないが、良好な環境を維持するための制限内
容とする。

方針



（４）建築物等の形態または色彩その他の意匠の制限
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ルール案

参考 羽沢・桜台地区地区計画

放射36号線沿道地区 正久保通り沿道地区 住工地区
住宅地区

A地区 B地区

１ 建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
２ 屋外広告物等は、つぎに定めるところによる。
（１）周囲に配慮した形態、色彩、意匠とする。
（２）表示面積は住宅地区B地区においては、合計が５㎡以下とする。
ただし、学校はこの限りではない。
（３）建築物に設置する場合は、放射36号線沿道地区および住工地区においては高さ20ｍ
以下、正久保通り沿道地区においては高さ25ｍ以下とする。

氷川台駅
周辺地区

放射36号線
沿道地区

正久保通り
沿道地区

住工地区
住宅地区

A地区 B地区

１ 建築物等は、原色の使用を避け、周囲に配慮した形態、意匠とする。
２ 屋外広告物等は、つぎに定めるところによる。
（１）周囲に配慮した形態、色彩、意匠とする。
（２）建築物に設置する場合は、放射36号線沿道地区および住工地区、住宅地区A地区に
おいては高さ20ｍ以下、正久保通り沿道地区においては高さ25ｍ以下、氷川台駅周辺地区
については高さ30m以下とする。



（５）壁面の位置の制限および（６）壁面後退区域における
工作物の設置の制限

27

出典：練馬区道路網計画図（令和3年4月現在）

上位計画等（練馬区道路網計画）

参考：民法234条
（境界線付近の建築の制限）
第234条
1.建物を築造するには、境界線から50センチメートル以上の距離を保た
なければならない。



（５）壁面の位置の制限および（６）壁面後退区域における
工作物の設置の制限

28

建築物等の整備の方針（案）

4 道路空間の安全性・防災性の向上および良好な住環境の形成を図るため、壁面の位
置の制限および壁面後退区域における工作物の設置の制限を定める。

• 練馬区道路網計画を基本に道路交通の安全性を確保するための制限内容とする。

• 建物の建てづまりを防ぎ、建物間の距離を確保することで、ゆとりある住環境
と災害時の避難路として活用するための制限内容とする。

方針

隣地境界線までの距離 50cｍのイメージ



（５）壁面の位置の制限
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ルール案

参考 羽沢・桜台地区地区計画

①壁面の位置の制限１号（道路拡幅）が定められている部分においては、建築物の外壁または
これに代わる柱（ベランダ、 バルコニー、軒、出窓等を含む。以下「外壁等」という。）の面
から道路中心線までの距離を３ｍ以上離す。
②壁面の位置の制限2号に該当する角敷地では、底辺3mの隅切りを確保。
※上記以外の角敷地では、底辺2mの見通し空地を確保。
③建築物の外壁等の面から隣地境界線までの距離を50cｍ以上離す。 （住工地区、住宅地区）

①練馬区道路網計画に基づき、主要な道路ネットワークの形成と安全性の保全・向上を図る。
交差点の安全性を確保するため該当する道路の角敷地では、隅切りや見通し空地を確保する。
②建築物の外壁等の面から隣地境界線までの距離を50cｍ以上離す。（住工地区、住宅地）

建物間の距離
を確保

50cm50cm



（６）壁面後退区域における工作物の設置の制限
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ルール案

参考 羽沢・桜台地区地区計画

壁面の位置の制限に該当する後退区域には、門、塀、擁壁、広告物、自動販売機等、
通行の妨げとなるような工作物および植栽等を設置することはできません。

壁面の位置の制限に該当する後退区域には、門、塀、擁壁、広告物、自動販売機等、
通行の妨げとなるような工作物および植栽等を設置することはできません。

土地

隅切り・見通し空地

道路

壁面後退によって創出した空間を
確保するため、自動販売機や看板
等の交通の妨げとなる工作物の設
置を制限



（７）垣または柵の構造の制限
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※写真は練馬区外で撮影したイメージです



（７）垣または柵の構造の制限
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建築物等の整備の方針（案）

5 災害時のブロック塀等の倒壊を防ぐとともに、みどり豊かな街並みを形成するた
め、垣または柵の構造の制限を定める。

• 災害時にブロック塀等が倒壊する恐れのある危険な箇所があり、避難路の確
保や人身災害を防ぎ、みどり豊かな街並みを形成するための制限内容とする。

方針



（７）垣または柵の構造の制限
33

ルール案

羽沢・桜台地区地区計画

放射36号線沿道地区 正久保通り沿道地区 住工地区
住宅地区

A地区 B地区

道路に面する部分に設ける垣または柵は、⽣け垣またはフェンス等とする。
ただし、高さ60cm以下の部分は、この限りでない。

氷川台駅
周辺地区

放射36号線
沿道地区

正久保通り
沿道地区

住工地区
住宅地区

A地区 B地区

道路に面する部分に設ける垣または柵は、⽣け垣またはフェンス等とする。
ただし、高さ60cm以下の部分は、この限りでない。


